
令和４年１２月２２日 

子 ど も ・ 若 者 部 

 

「虐待防止のためのＳＮＳを活用した全国一元的な相談の受付体制の構築」に係る対応について 

 

（付議の要旨） 

 厚生労働省が実施する「虐待防止のためのＳＮＳを活用した全国一元的な相談の受付体制

の構築」にかかるシステムの運用が令和５年２月より開始されることに伴い、都と協定を締

結し一体的な実施体制のもとで、ＳＮＳを活用した手法による相談事業を実施することを決

定する。 

 

１ 主旨 

  「虐待防止のためのＳＮＳを活用した全国一元的な相談の受付体制の構築」にかかるシ

ステムの運用が令和５年２月より開始されることに伴い、ＳＮＳを活用した手法による相

談事業を実施し、子どもや保護者等がより相談しやすい環境を整備し、児童虐待の未然防

止や早期発見を図る体制を構築することを目的とする。 

 

２ ＳＮＳ相談事業実施の経過 

・ 厚生労働省では、令和２年６月４日付けの全国知事会の「新型コロナウイルス感染症

の影響を踏まえた将来世代への支援に係る緊急提言」に記載の「児童虐待の未然防止や

早期発見のため、ＳＮＳを活用した相談体制などの取組を国として拡充すること」を踏

まえ、一般的な子育て相談から児童虐待相談まで幅広くＳＮＳを活用して相談対応でき

るよう、令和５年２月から「虐待防止のためのＳＮＳ相談支援システム」（以下「全国

システム」という。）を運用することとしている。 

※ 全国システムの実施主体は都道府県、政令市、児童相談所設置市としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（参考）「虐待防止のためのＳＮＳ相談支援システム」概要 

 ・ ＳＮＳの全国共通アカウントを作成し、ＳＮＳにより児童相談所に対して相談を行うことを可能とする。 

・ 利用者は居住地の市区町村を選択した上、相談内容を入力。 

・ 利用者からの相談について、地域ごとに振り分けて管理し、児童相談所が確認及び返信を行うためのシステムを構 

築。 

 ・ 既に自治体独自のＳＮＳ相談を実施している場合は、（ａ）国のＳＮＳ相談と自治体独自のＳＮＳ相談を併行して

稼働させるか、（ｂ）国のＳＮＳ相談にアクセスした利用者には自治体独自のＳＮＳ相談を案内するかをあらかじめ

選択し実施。 

 ・ 広域的な対応として、自治体間（例えば、東京都と児童相談所を設置している特別区）で合意があれば、どちらか

の自治体で一括してＳＮＳ相談を受け付ける（外部委託を含む）ことも可能。 

  ※ 自治体等からシステムにアクセスする際の閉域網を整備するとともに、相談対応に使用する端末からの情報漏

洩を防止する観点から、自治体においてはＬＧＷＡＮに接続して操作することとする。（外部委託先の事業者は専

用端末から閉域網で接続） 
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 ・ 本事業に対応するにあたり、東京都においては、子どもや保護者からＬＩＮＥで子育

てに関する相談を受け付ける、「子ゴコロ・親ゴコロ相談＠東京」を平成３０年度より

既に実施しているところであるが、全国システム運用への対応として、経費面のメリッ

トや国による全国的な広報により新規相談者の獲得が期待されることから、令和５年度

より全国システムに移行し運用することとしている。 

  ※ 「子ゴコロ・親ゴコロ相談＠東京」は都の広域的な相談窓口として位置付けられており、区内在住の

子どもや保護者等についても、利用対象者されている。 

 ・ これに合わせて、東京都より全国システム運用を見据え、希望する特別区児童相談所

設置区については、東京都が一括して全国システムの運用を行う旨の対応案が児童相談

所設置区に対して提案されたところである。 

 

３ 区における基本的な考え方 

  上記を踏まえ、区としては以下の考え方の下、東京都に全国システムの運用を委託し、

対応することとする。 

 【全国システム運用に向けた考え方】 

  ・ 東京都では「子ゴコロ・親ゴコロ相談＠東京」の実績から、子ども・子育てに関す

るＳＮＳ相談の経験が豊富である。 

  ・ 全国システムの運用を区が単独で実施する場合より、東京都が一括して実施する方

が相談体制（人員体制）及び経費について、スケールメリットをより活かすことがで

きる。 

  ・ 東京都が一括して行う場合でも、児童虐待が疑われる相談を把握した際には、適切

に児童相談所等が迅速に対応できる体制が取れることを確認した。 

 

４ 東京都と一体的に実施する全国システム運用の概要 

（１）運用開始時期 

   令和５年４月 

   ※ 令和５年２月～３月は引き続き「子ゴコロ・親ゴコロ相談＠東京」で対応。 

（２）実施時間 

   平日 ９時～２３時 土日祝日 ９時～１７時 

   ※ 上記時間以外に入った相談は翌実施時間中に対応する。 

（３）実施方法 

  ・ 区は東京都と運用に関する取り決め等をまとめた協定書を締結する。 

・ 東京都は希望する児童相談所設置区分も一括して事業者と委託契約を締結する。 

  ・ 区は経費の一部を負担金として東京都へ支出する。（令和５年度より） 

（４）対象者 

   子ども、妊婦、子育て中の保護者等 
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（５）実施体制（予定） 

   平日   ９時～１７時 ５人体制 

       １７時～２３時 ７人体制 

   土日祝  ９時～１７時 ４人体制 

（６）主な相談対応 

   全国システムで利用者が居住地を「世田谷区」と選択した場合、都委託事業者が相談

への対応を行う。主な相談内容に係る対応は以下のとおり。 

  ① 児童虐待に関する相談を受けた場合 

    相談の中で虐待の予見がある場合などは、都委託事業者はその旨を児童相談所へ報

告する。報告を受けた児童相談所は状況に応じて対応する。また、児童相談支援課に

おいても、日々全国システムを確認し、漏れがないよう対応するものとする。 

   ※ 児童相談所開庁時間中は、必要に応じて委託事業者が対応している状況をリアルタイムで児童相

談所がシステム確認するなど、児童虐待に関する相談について、より迅速かつ適切に対応できる体

制を構築する。 

  ② 一般的な悩み、子育てに関する相談を受けた場合 

    一般的な子ども・子育て相談については都委託事業者が対応し、後日、対応の経過

を児童相談支援課が全国システムで確認するものとする。 

  ③ 子ども家庭支援センターや健康づくり課等、区の相談窓口を案内した場合 

    子育て支援サービスの利用など、都委託事業者が相談者へ子ども家庭支援センター

等区の相談窓口を案内した場合には、その内容を児童相談支援課が全国システムで確

認するとともに、当該相談があった旨を子ども家庭支援センター等へ情報提供する。 

 

５ 事業の周知 

  全国システムによるＳＮＳを活用した相談窓口の周知・啓発については、国や東京都が

行うものに加え、区としても以下のとおり区民周知を行うこととする。 

（１）子ども本人に対する周知 

  ・ 既存の子ども家庭支援センターや子ども・子育てテレフォン周知用のリーフレット、

カード等（以下「リーフレット等」という。）にＳＮＳ相談窓口の情報を盛り込むな

ど、区立小学校、中学校や世田谷区要保護児童支援協議会に参画している私立小学校、

中学校、高校等に在校している子ども向けに、学校を通じて配布し周知する。 

  ・ 子どもが利用する児童館、青少年交流センター等にも同様にリーフレット等を配架

し周知する。 

（２）妊婦、子育て中の保護者等に対する周知 

  ・ 子ども家庭支援センターや児童相談所へリーフレット等を配架するとともに、せた

がや子育て応援ブックへの情報掲載や母と子の保健バックなどにリーフレット等を

封入し周知する。 

  ・ 区内保育園やおでかけひろばなど、保護者等が利用する施設等にリーフレット等の

配架を依頼し周知する。 
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６ 必要経費 

（令和４年度） 

  費用負担なし 

（令和５年度） 

 【歳出】 

   負担金補助及交付金 ４，９３４千円（事業委託に伴う東京都への負担金） 

 【歳入】 

   なし 

※ 東京都は総経費から国庫補助金相当分を控除後、都と区の児童人口比で按分した

経費を負担金として区に求めることとしている。 

 

７ 今後のスケジュール（予定） 

  令和５年  １月 東京都と協定書締結 

        ２月 福祉保健常任委員会報告（ＳＮＳ相談実施の報告） 

        ４月 全国システム運用開始 
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実施概要

○実施時期
令和3年４月1日～令和4年3月31日 ※事業開始は、令和元年8月～
(平 日) 9:00～23:00 ※受付時間は22:30まで
(土日祝) 9:00～17:00

○相談対象者 都内在住の子供（18歳未満）とその保護者

○相談体制
（平 日） 9:00～17:00   5人体制

17:00～23:00 7人体制
（土日祝） 9:00～17:00 4人体制
心理カウンセラー資格等を有する者が対応

○アカウント名 「子ゴコロ・親ゴコロ相談＠東京」

○ 友だち登録者数 31,779 人
○ 相談者数 5,852人

○ 総アクセス件数 11,223件
○ 相談対応件数 9,960件（対応率 88.7％）

うち 児童相談所に対応を引き継いだ件数 178件（1.79％）

児童虐待を防止するためのLINE相談
「子ゴコロ・親ゴコロ相談＠東京」 令和3年度実施結果 【概要版】

東京都福祉保健局
少子社会対策部計画課

友だち登録数・相談件数

※ 総アクセス件数：相談対応時間内に「相談開始」ボタンを選択した延べユーザー数
（ただし、連続して選択した回数は除く。）

※ 混雑により対応できなかった方には、自動応答メッセージを送信

相談者属性

○ 基本的には土日祝日に比べ、平日に相談が多い。
○ 平日は20時以降、相談が増加。日中は９時台、夜は21時台が最も多い。
〇 休日は12時から14時の日中の時間帯に相談が増加した。

○ 母親からの相談が最も多く、6,625件（66.5％）
次いで子供本人で、1,536件（15.4％）

○ 母親・父親からの相談では、子供の年齢は３歳から５歳が最も多く、34.8％
○ 子供本人からの相談の場合、子供の年齢は中学生が最も多く、51.2％

相談時間・相談回数

○ １回の相談における相談時間は、30～60分が最多で3,104件（31.2％）
次いで60～90分で2,434件（24.4％）

○ 各相談者の期間中の相談回数は、１回が最多で3,479人（69.3％)
以下、2回が851人（17.0％）、3回が322人（6.4％）と続く。

相談内容

（全体）
○ 育成相談が最も多く、4,916件（75.1％）
○ 次いで心理的虐待（疑いを含む）に関する相談は693件（10.6％）、身
体的虐待（疑いを含む）647件（9.9％）

（相談者別）
○ 子供本人からは、虐待（疑いを含む）に関する相談が最も多く98.5%
○ 母親、父親からの相談では、育成相談が80.4%

相談結果

（全体）
○ 助言終了（他窓口案内あり）が最も多く、3,844件（38.6％）

次いで助言終了（他窓口案内なし）3,412件（34.3％）、無応答
1,079 件（10.8％）

（相談者別）
○ 子供本人の場合、49.6%で他窓口を案内
○ 母親・父親の場合、42.7%で他窓口を案内しているが、41.0%では、
他窓口の案内をせずに相談が終結
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児童虐待防止に向けた国・東京都・区の電話やＳＮＳを用いた子ども・子育て相談の全体像

子ども 保護者等【既存】
児童相談所相談専用ダイヤ
ル（いちはやく・おなやみ
を）

【新規】
虐待防止のためのＳＮＳを
活用した全国一元的な相談
の受付体制の構築に係るシ
ステム

国事業（厚生労働省）
※都道府県・政令市・児童相談
所設置市で対応

【既存】
子ゴコロ・親ゴコロ相談＠東京
※児童虐待防止を目的として、ラインで
子育て相談等を受付

【既存】
４１５２電話相談（よいこに）
※児童相談センターに設置、18歳未満の
子どもに関する様々な相談を受付

東京都事業

【既存】
子ども・子育てテレフォン

世田谷区事業

世田谷区子どもの権利擁護機関

【既存】せたホッと

SNS相談

SNS相談

電話相談

電話相談

電話相談
電話、メール、FAX、
面接、手紙、はがき

【ポイント】
令和５年４月から全国シス
テムでの運用に移行

東京都と一体的に実施
令和５年２月より運用開始
※令和５年３月までは「子ゴコロ・
親ゴコロ相談＠東京」で対応

各児童相談所で対応
令和５年２月以降も継続

令和５年２月以降も継続

令和５年２月以降も継続

令和５年３月まで実施

【注】せたホッとはあらゆる子ども
の権利侵害にかかる相談へ対
応している。

（参考２）
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